
大 和 市 役 所
市 民 税 課

令 和 ６ 年 度 市 ・ 県 民 税 申 告 書

大 和 市 下 鶴 間 １ － １ － １

前年中収入が無かった方 あなたの収入金額（令和５年１月１日から令和５年１２月３１日までの収入）

所得から差し引かれる金額（控除内容は手引きを参照してください｡）

本人対象の控除（令和５年の末日時点で該当する部分に記入してください。）

配偶者・扶養親族に関する事項

［ 死別・離婚・生死不明 ］

身体・知的（療育）・精神・その他 障害 級

裏面の14に詳細を記入してください。

(所得金額調整控除区分)

裏面の14に詳細を記入してください。

（円）

給　与

雑 損 控 除

医療費控除

生命保険料控除

社会保険料
控　　　除

【明細書添付】

損害を受けた資産と原因 損 失 金 額 補てんされる金額 損失金額に含まれる災害関連支出額

支払った医療費等医療費控除の特例

特例を申告
する場合は□

→支払った第1種共済掛金と心身障害者扶養共済金との合計額
一般生命保険料支払額

地震保険料支払額

学校名

個人年金保険料支払額 介護医療保険料支払額

旧契約→H23.12.31

旧
契
約
新
契
約

以前の契約

以後の契約
新契約→H24.1.1

小規模企業共済等掛金控除

国保・後期・介護保険

障害者

※あなたが扶養している配偶者・親族を全員記入してください。

※国外に居住する親族を扶養親族として申告する場合、以下のA～Dに該当する必要があります。
上記表中「国外居住親族の区分」欄に次の中から該当するものを選んで記入してください。★各種必要書類

　Ａ：30歳未満または70歳以上　　Ｂ：留学生　　Ｃ：障害者　　Ｄ：30歳以上70歳未満だが年間送金金額38万円以上

寡婦 勤労
学生ひとり親

旧長期損害保険料支払額

その他健康保険国民年金保険料　★証明書

補てんされる金額
円

円

円 円

円

円

円円
33

円

営業等・農業・不動産・配当・総合譲渡・一時・利子・山林・退職
・分離（短期・長期）・株譲渡・分離配当・先物

雑

一　　般

専　　従

公的年金

そ の 他

業 　 務

単身赴任者等（がいる方）

℡0 4 6－2 6 0－5 2 3 2～4
キ

大和市長　あて
ふ り が な

氏　　名

大正　昭和
平成　令和

昼間連絡のつく電話番号

男 ・ 女

世帯主との
続柄

（ ）

（マイナンバー）

（　　　　　　）生年月日

個人番号

住　　所
令和６年1月1日時点

令和

❶

❷

❻

❼
❽

❸

❹

❺

年 月 日提出

確申案内（済・希望無）
裏面（有・無）№証明書発行

★
印
の
あ
る
も
の
は
資
料
の
添
付
ま
た
は
提
示
が
必
要
で
す
。

本人確認書類（有・無）

種　　　類

種　類 明　　細

8
9
10
60
61

23
64
24
62

30

31

32

33

43

48

102
103

811
810
804

44

56

45

104 105

4647

57 58

63

27

802

809

803

収 入 金 額 市役所記入欄

市役所記入欄

1

2

3

5

市役所記入欄

リ リト

提 　 出 　 期 　 限

前年中に課税対象の収入が無かった
方は、以下の該当番号を〇で囲み、
必要事項を記入してください。

※源泉徴収票がない
場合は裏面❾に記載
してください。

給与・公的年金等に係る所得以外（令和６年4月1日において65歳未満の方
は給与所得以外）の所得に係る市・県民税徴収方法（○で囲む）

次の人に扶養されていた、または援助を受
けていた。 ［　同居　・　別居　］
住所　※別居の場合記入

氏名

遺族年金・障害年金・雇用保険等で生活し
ていた。

その他
（どのように生計を立てていたのか記入してください｡）

単身赴任等して
いる方の氏名

赴任先等での住所
または国名（外国）

大和市に居住しているご家族は赴任等している方
の扶養親族ですか。　（　はい　・　いいえ　）

氏　名

別居の場合の住所

別居の場合の住所

同一生計配偶者
※控除対象配偶者
を除く

続柄

障 害 の 種 類 / 級大・昭
平・令 年

円 円 円

71 72 74 70 76
徴区 本特 本普 寡婦 ひとり親 勤学

8079 81 82 83 84
同配 老控 一般 特定 同親 老人

合計

5049 52
青色 配専 他専

8685 87 89 77 106
同特 扶特 扶普 年少 未成年 医療費控除

特例

配 偶 者 所 得

住 借 可 能 額
住 借 特 定 取 得

配偶者特別控除
住借課税総所得
住 借 所 得 税 額

月 日 級配　偶　者

配　偶　者
特 別 控 除

扶 養 親 族

給与収入
金額

年金収入
金額

その他所得
金額

同居・別居

生活保護を受給していた。

4預貯金で生活していた。

（　　　）
続柄

地震保険料控除

［　　　　　　　　　　　　］

障 害 の 種 類 / 級
級
同居・別居

【一般】
Ｓ29.1.2～
Ｈ13.1.1生

Ｈ17.1.2～
Ｈ20.1.1 生

Ｈ17.1.1 生

【特定】
Ｈ13.1.2 ～

【老人】
Ｓ29.1.1以前生

【年少】
Ｈ20.1.2以降生

２
給与から天引きを希望する（特別徴収）

７
自分で納付を希望する（普通徴収）

確定申告書を提出する方 提出先税務署 税務署 提出年月日
（予定） 令和 年 月 日

扶 養 親 族 名 続柄
（　　）

個 人 番 号（マイナンバー）

続柄
（　　）

個 人 番 号（マイナンバー）

続柄
（　　）

個 人 番 号（マイナンバー）

扶 養 親 族 名

扶 養 親 族 名

大・昭
平・令 年 月 日

個人番号（マイナンバー）

氏　名

個人番号（マイナンバー）

別居の場合の住所

続柄 障 害 の 種 類 / 級

国外居住親族
の区分　※ 

級
同居・別居大・昭

平・令 年 月 日

氏　名

個人番号（マイナンバー）

別居の場合の住所

続柄 障 害 の 種 類 / 級
級
同居・別居大・昭

平・令 年 月 日

氏　名

個人番号（マイナンバー）

別居の場合の住所

続柄 障 害 の 種 類 / 級
級
同居・別居大・昭

平・令 年 月 日

氏　名

個人番号（マイナンバー）

以下の該当する項目に○をつけ､詳細を裏面に記入してください｡

★源泉徴収票

★証明書

★源泉徴収票

★小規模企業共済掛金払込証明書

★生命保険料控除証明書

★地震保険料控除証明書

★障害者手帳の写し等

★学生証の写し等

国外居住親族
の区分　※ 

国外居住親族
の区分　※ 

国外居住親族
の区分　※ 



12＋｛（13＋14）×　｝21

◎申告の際にお持ちいただくもの
□申告書
□身元確認書類

□番号確認書類

□所得が明らかになるもの

（マイナンバーカード、運転免許証、パスポート
身体障害者手帳、在留カード、療育手帳など）

（マイナンバーカード、マイナンバー記載の住民
票・住民票記載事項証明書など）

★ 給 与 明 細 等 の 収 入 を 確 認 で き る 書 類

★金額がわかる書類など

★金額がわかる書類など

★配当金計算書や年間取引報告書

□前年中に支払った領収書、証明書など

・源泉徴収票、給与明細　・株式の配当計算書など
・個人年金や満期保険金の支払のお知らせなど

・医療費通知（医療費のお知らせ）、医療費
控除の明細書

●市・県民税申告書は、昨年の収入状況を確認する
もので、収入の有無にかかわらず提出してくださ
い。 別世帯の親族に扶養されている方でも提出
が必要です。
●提出がない場合、課税内容の証明が発行できない
ほか、介護保険料、国民健康保険税などが正しく
計算できないことがあります。
●代理の方が申告する場合、その方の身元確認書類
が必要です。また、本人と別世帯の方が代理申告
する場合には、委任状も必要となります。

●「都道府県・市区町村分（特例控除対象）」とは
総務省の指定を受けた自治体への「ふるさと納
税」に係る寄附金です。
●ワンストップ特例制度を申請した方であって
も、この申告書を提出する場合は、ふるさと
納税によって寄付した金額を全額記載してく
ださい。

青色申告書の提出につき、税務署から承認を受けている
場合は○をつけてください。

源泉徴収票のない給与収入 10事業

12 青色申告に関する事項

14 雑所得（公的年金等に係る雑所得を除く）に関する事項 18 寄附金に関する事項
※寄附金受領証を必ず添付してください

19 所得金額調整控除に関する事項
※給与収入が 850 万以下の方は使用しません。

15

16

17

総合譲渡・一時所得に関する事項

総合配当所得に関する事項

利子・山林・退職・分離申告（長期・短期・株式・先物取引の譲渡、上場株式等の配当
等）所得に関する事項

所得の生ずる場所 収　入　金　額 必 要 経 費

13 専従者控除に
関する事項

業務・その他

業務・その他

11 不動産所得に関する事項所得に関する事項（営業等・農業）

科 目 科　　目金　　　額 金　　額
売　上　金　額 家　賃　収　入

地　代　収　入
権利金（礼金）
更　　　新　　　料
（名義書換料含む）

駐 車 場 収 入
小 計
租　税　公　課

地　代　家　賃
給　与　賃　金
そ　　の　　他

損 害 保 険 料

減 価 償 却 費
借 入 金 利 子

修 　 繕 　 費

経 　 費 　 計

専 従 者 控 除 額

青色申告特別控除額

所得金額（Ａ‒Ｂ‒Ｃ‒Ｄ）

Ａ

①
②売 　 上 　 原 　 価

租　税　公　課
水 道 ・ 光 熱 費
通　　信　　費
旅 費 交 通 費
損 害 保 険 料
消　耗　品　費
減 価 償 却 費

専 従 者 控 除 額

青色申告特別控除額

所得金額（Ａ‒Ｂ‒Ｃ‒Ｄ）

給　与　賃　金
地　代　家　賃
そ　　の　　他

経　　費　　計 Ｂ Ｂ

Ｃ

Ｄ
16または 17

専　従　者　氏　名 生　年　月　日
大・昭
平・令 年　　　　月　　　　日 月

月年　　　　月　　　　日
大・昭
平・令

続柄個　人　番　号（マイナンバー） 従事月数 専従者控除額

20

12

13

14

98

99

100

101

26

22

Ｃ

Ｄ

差 引 金 額 ① － ② Ａ

収
入
金
額

収

　入

　金

　額

必

　要

　経

　費

必

　要

　経

　費

そ　　の　　他
小 計

月 日　給（円） 月 　 収 　 額

賞　　与　　等

勤 務 先 名

電 話 番 号

勤 務 先 所 在 地

種　　　目

収入金額所 得 の
種 　 類
総
合
譲
渡

短 期

一 時

長 期

所得の生ずる
場所

差　引　金　額（円）

寄附の種類 寄 附 金 額（円）

所得金額 （円）

特別控除額
都道府県･市区町村分
（特例控除対象）
神奈川県共同募金会
日赤神奈川県支部
都道府県・市区町村分
（特例控除対象以外）

寄附先

寄附先

寄附金額

寄附金額

神 奈 川 県
条例指定分

適用条文等

大　和　市
条例指定分

（収入金額－必要経費）

（ 収 入 金 額 － 必 要 経 費 ）

収 入 金 額所得の生ずる場所

所得の種類 種目 ①収入金額

※件数が多くて書ききれない場合は、明細を添付のうえ、所得金額合計を記入してください。

合 計

（　　　）

（円）
（円） （円）

（円）

（円）

（円）

所得金額合計

所得金額合計

合計

（円）

（円）②必要経費（円） ④特別控除（円）③差引（①‒②） 所得金額（③‒④）（円） （円）

（円）

（円）

必 要 経 費（円）所　　得　　金　　額（円）（収入金額－必要経費）

勤 務
日 数

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

・国民年金の控除証明書等
・生命保険料、地震保険料等の控除証明書

◎ご注意

・寄附先が発行した寄附金受領証
・障害者手帳、学生証等

❾

所 　 得 　 金 　 額（円）
（差引金額－特別控除額）必要経費（円）

続柄

大・昭
平・令 年 月 日

障害の種類/級 特別障害者に
該当する場合 級

氏　名

個人番号（マイナンバー）

別居の場合の住所
同居・別居


